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高配当割安株ジャパン 

（限定追加型） 
 

償還運用報告書（全体版） 
 

第２期 (償還日2015年１月20日) 
 

作成対象期間 (2014年５月20日～2015年１月20日) 

 
受益者のみなさまへ 

 
 平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 このたび、約款の規定にもとづき償還決算を行い、償還価額が決定いたしました。 
 ここに設定日から償還までの運用経過をご報告いたしますとともに、ご愛顧に対し 
 厚く御礼申し上げます。 

 
●当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 2015年１月20日をもちまして繰上償還いたします。（設定日2013年５月17日） 

運 用 方 針 

わが国の株式を主要投資対象とし、信託財産の成長を目標に積極的な運用を行うことを基本とします。 
① 予想PER、実績PBR、予想配当利回りの３つの指標を用いて割安な銘柄を選別し、高水準のインカムゲインの獲得と中長期的な値上

がり益の追求を目指します。 
② 当初ポートフォリオ構築後は、各予想データ、実績データの変化、資金変動、売買コスト等を総合的に勘案し、原則としてポート

フォリオを毎月見直します。 
③ 株式の組入比率は、原則として高位を基本とします。非株式割合は、原則として信託財産総額の50％以下とすることを基本としま

す。ただし、基準価額（支払済みの分配金累計額は加算しません。）が一定水準（12,000円）以上となった場合には、短期有価証
券、短期金融商品等の安定資産による安定運用に切り替えることを基本とします。 

主な投資対象 わが国の株式を主要投資対象とします。 

主な投資制限 株式への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
毎決算時に、原則として経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益等から基準価額水準等を勘案して分配します。留保益の運
用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 
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高配当割安株ジャパン(限定追加型) 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産
総 額(分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中
騰 落 率

東証株価指数
期 中
騰 落 率

(設定日) 円 銭 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

2013年５月17日 10,000    － － 1,245.23 － － － 4,365

１期(2014年５月19日) 9,789    0 △ 2.1 1,150.07 △ 7.6 98.1 － 5,047

(償還時) (償還価額)   

２期(2015年１月20日) 11,998.58 － 22.6 1,397.63 21.5 － － 3,109
 
＊ 株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 株   式 

組 入 比 率 
株   式
先 物 比 率 騰 落 率 東証株価指数 騰 落 率

(期  首) 円 銭 ％ ％ ％ ％

2014年５月19日 9,789    － 1,150.07 － 98.1 －

５月末 10,171    3.9 1,201.41 4.5 98.7 －

６月末 10,670    9.0 1,262.56 9.8 98.7 －

７月末 10,910    11.5 1,289.42 12.1 99.2 －

８月末 10,818    10.5 1,277.97 11.1 99.5 －

９月末 11,127    13.7 1,326.29 15.3 98.5 －

10月末 11,049    12.9 1,333.64 16.0 98.8 －

11月末 11,707    19.6 1,410.34 22.6 98.3 －

12月末 12,006    22.6 1,407.51 22.4 － －

(償還時) (償還価額)  

2015年１月20日 11,998.58 22.6 1,397.63 21.5 － －
 
＊ 騰落率は期首比です。 
＊ 株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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高配当割安株ジャパン(限定追加型) 

◎運用経過  
○期中の基準価額等の推移 
 

 

 
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパ

フォーマンスを示すものです。作成期首（2014年５月19日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なり、また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 
（注）参考指数は、東証株価指数（TOPIX）です。作成期首（2014年５月19日）の値が基準価額と同一となるように計算しております。 
（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

（期首～2014年９月中旬） 

（上昇）年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）の運用改革への期待や、４－６月期の決

算発表を控えた個別企業の業績改善への期待感が高まったこと。ウクライナを巡る

ロシアの欧米への態度に軟化が見られたことや、米国の経済指標の改善で投資家心

理が改善したこと。FRB（米連邦準備制度理事会）が利上げに向けて議論を活発化さ

せたことで、外国為替市場で円安ドル高傾向が継続し、業績改善が期待される輸出

関連銘柄を中心に上昇したこと。 
 

（2014年９月下旬～2014年10月中旬） 

（下落）欧州景気の後退懸念から世界景気の先行き不透明感が強まったことや、米国の利上

げ時期が早まるとの見方が広がり、投資家のリスク回避姿勢が強まったこと。 
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高配当割安株ジャパン(限定追加型) 

（2014年10月下旬～2014年12月初旬） 

（上昇）年金積立金管理運用独立行政法人が外国資産や日本株式の比率を上昇させるとの報

道に加えて、日銀が追加金融緩和を電撃的に発表し、業績回復が期待できる輸出関

連企業や、金融緩和の恩恵を受けると考えられる不動産関連株など幅広い銘柄が上

昇したこと。消費税再増税の延期決定や、中国人民銀行の利下げ、欧州中央銀行の

緩和期待などの世界的な金融緩和傾向などを受けて投資家心理が改善したこと。 

 

（2014年12月初旬～期末） 

（安定運用）2014年12月４日に基準価額が12,000円以上となりましたので、保有株式を全て

売却し、安定運用に切り替えました。（当ファンドは、基準価額が一定水準 

(12,000円）以上となった場合には、短期有価証券、短期金融商品等の安定資産

による安定運用に切り替えることを基本としています。） 
 

○投資環境 

日本株式市場 

2014年５月20日～６月は、中国や米国において堅調な経済指標が発表されたことや６月中

に策定されるとみられる政府の新しい成長戦略への期待の高まりにより上昇しました。 

その後は、イラク情勢の先行き不透明感など地政学的リスクの高まりによる円高ドル安傾

向などから一時的に下落する場面もありました。しかし、米国において早期の利上げは行な

われないとの見通しから米国株式市場が堅調に推移したことなどを受け、再度上昇しました。 

 

７月は、米国の経済指標が改善したことや年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）の運

用改革への期待などで上昇しましたが、中旬にかけてはポルトガルの金融不安やマレーシア

航空機の撃墜に端を発したウクライナにおける地政学的リスクの再燃が意識され、一進一退

となりました。その後は、地政学的リスクなどに対する為替市場の落ち着きや中国の経済指

標の改善、４－６月期の決算発表を控えた個別企業の業績改善への期待感の高まりなどから

上昇しました。 

 

８月は、ウクライナにおける地政学的リスクの高まりに加えて、米国によるイラクへの空

爆決定などを背景に投資家のリスク回避姿勢が強まったために、大きく下落して始まりまし

た。中旬には、ウクライナを巡るロシアの欧米への態度に軟化が見られたことや米国の経済

指標の改善で投資家心理が改善したことで、日本株式市場は反発しました。下旬にかけては、

FRB（米連邦準備制度理事会）が利上げに向けて議論を活発化させてきたことで、一時104円

台まで円安ドル高が進行したことなども市場を下支えしました。 

 

９月は、初旬は内閣改造を受けて年金積立金管理運用独立行政法人の改革が一段と進むと



u140560_00_3083353712703.docx 

 
― 4 ― 

高配当割安株ジャパン(限定追加型) 

の期待が相場を下支えしました。米国では好調な経済を背景として利上げに向けた議論が引

き続き活発であり、外国為替市場では円安ドル高傾向が月間を通して継続することとなりま

した。これらを受けて国内の経済指標の下振れにも関わらず業績改善が期待される輸出関連

銘柄を中心に株価が上昇しました。下旬にかけては、過去最高値圏で推移していた米国株が

ウクライナや香港などの地政学的リスクなどをきっかけに軟調になったことから下落しまし

た。 

 

10月は、欧州景気の後退懸念から世界景気の先行き不透明感が強まったことや、米国の利

上げ時期が早まるとの見方が広がったことなどから、中旬にかけて大幅に下落しました。そ

の後は、米国の堅調な経済指標を背景に米国株が反転したことで日本株式市場も値を戻す展

開となりました。さらに、月末には年金積立金管理運用独立行政法人が外国資産や日本株式

の比率を上昇させるとの報道に加えて、日銀が追加金融緩和を電撃的に発表しました。これ

を受けて31日の国内市場は、為替が大きく円安となり、株価は急騰しました。業績回復が期

待できる輸出関連企業や、金融緩和の恩恵を受けると考えられる不動産関連株など幅広い銘

柄が上昇しました。 

 

11月は、10月末に発表された日銀による追加金融緩和で、ETF（上場投資信託）の買入増額

による株式市場への更なる資金流入が期待されたことや外国為替市場が円安方向に推移した

ことなどから上昇して始まりました。中旬には17日に発表された2014年７－９月期の実質GDP 

(国内総生産）成長率の速報値が前期比年率－1.6％と市場の予想を下回ったことで消費税増

税後の国内景気の減速懸念が高まり、株式市場は下落する局面がありました。その後は消費

税再増税の延期決定、中国人民銀行の利下げや欧州中央銀行の緩和期待などの世界的な金融

緩和傾向などを受けて月初からの円安傾向が月間を通じて継続したことなどから再度上昇に

転じました。 

 

12月～2015年１月20日は、為替や原油価格の変動などの海外要因の影響を受け乱高下する

展開となりました。月初は、１ドル121円台まで円安が進んだことや11月の米雇用統計が市場

予想を上回ったことなどが相場を押し上げましたが、原油価格の下落を受けてエネルギー関

連の設備投資やロシアなど資源国の経済見通しに対して不透明感が台頭したことで、中旬に

かけて急落しました。その後、FOMC（米連邦公開市場委員会）の声明で利上げの方向性は維

持しつつ金融緩和を継続する姿勢が示されたことや中国で金融緩和強化などの景気刺激策が

続けられるとの期待が好感され、上昇に転じました。12月末以降はギリシャの政局不安や原

油安への懸念などを受けて再度下落しました。 
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○当ファンドのポートフォリオ 

・株式組入比率 

（１）株式の組入比率は、高位を基本とする運用方針に基づいて2014年12月上旬までは98％

程度を維持しました。 

（２）2014年12月４日に基準価額が12,000円以上となりましたので、速やかに組入比率をゼ

ロとしました。 

 

・期中の主な動き 

（１）東証１部上場銘柄の中から、①流動性の高さ、財務状況の観点から定量的に一次投資

対象母集団（約500銘柄）を決定しました。②予想配当利回りの高さの観点から定量的

に最終的な投資対象母集団（約250銘柄）を決定しました。③予想PER（株価収益率）、

実績PBR（株価純資産倍率）、予想配当利回りを用いて銘柄評価を行ない、業種の偏り

等についても配慮して総合的に判断し、組入銘柄を選定（約100銘柄）しました。④組

入銘柄の投資金額を等金額に調整するポートフォリオ構築を行ないました。 

（２）ポートフォリオは毎月見直しました。 
 

○当ファンドのベンチマークとの差異 

当ファンドは運用の目標となるベンチ

マークを設けておりません。 

コメント・グラフは、基準価額と参考指

数の騰落率の対比です。 

 

参 考 指 数 と し て い る 東 証 株 価 指 数 

(TOPIX) が21.5％上昇したのに対し、基準

価額は22.6％の上昇となりました。 

 

(主なプラス要因） 

① 投資比率の高い化学セクターの上昇率

がTOPIXと比べて大きかったこと 

② 投資比率の低い不動産セクターの上昇

率がTOPIXと比べて小さかったこと 

 

(主なマイナス要因） 

① 投資比率の高い石油・石炭製品セクターが下落したこと 

② 投資比率の低い電気機器セクターの上昇率がTOPIXと比べて大きかったこと 
 

（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。 
（注）参考指数は、東証株価指数（TOPIX）です。 
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◎分配金 
償還のため分配は行いませんでした。 

 

◎設定来の運用経過 
１．基準価額の推移 

基準価額は、設定時の10,000円が償還時11,998.58円となりました。 
 

 

 

○基準価額の主な変動要因 

 

（設定時～2013年６月中旬） 

（下落）日本政府が発表した成長戦略第３弾の内容が市場を失望させるものであったことや、

円高が進行したことにより、輸出関連株を中心に幅広い銘柄が下落したこと。米国

の量的金融緩和策の縮小観測の強まりや、シャドーバンキング（影の銀行）問題な

どを背景とする中国の短期金融市場への警戒感から、投資家心理が悪化したこと。 

 

（2013年６月中旬～2014年１月中旬） 

（上昇）６月の日銀短観によって国内景気の回復基調が確認されたことや、対ドルで円安が

進行したことにより、輸出関連株を中心に上昇したこと。米国でダウ工業株平均が

史上最高値を記録するなど株式市場が堅調に推移したことや、参議院選挙後の政策

推進による相場の先高期待が高まったこと。 

（下落）米国の量的金融緩和策の縮小観測を背景とした新興国株式市場の下落や、シリアへ

の米国の軍事介入の観測などから、投資家心理が悪化したこと。 

（上昇）2020年夏季五輪の東京開催が決定したことで、インフラ投資や訪日観光客の増加な

ど中長期的な経済効果が期待される建設業や不動産業、観光関連銘柄などが大きく
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値上がりしたこと。 

（下落）米国の連邦債務上限問題を巡る不透明感により、投資家のリスク回避姿勢が強まっ

たこと。 

（上昇）米国議会で連邦債務上限問題を巡って与野党が合意したことを受けて、投資家心理

が改善したこと。米国雇用統計が市場予想を上回った結果になったことや、FRB（米

連邦準備制度理事会）の次期議長に指名されたイエレン氏が量的金融緩和策の早期

縮小に慎重な姿勢を表明したことにより、投資家心理が改善したこと。外国為替市

場で円安基調が一段と高まったことで、企業業績の改善が期待された輸出関連株な

どが上昇したこと。 
 

（2014年１月下旬～第１期期末） 

（下落）１月の中国HSBC製造業PMI（購買担当者景気指数）速報値が好不況の分かれ目である

50を下回ったことや、アルゼンチンやトルコの通貨が大幅に下落したことで新興国

経済の先行き懸念が高まったことなど、投資家のリスク回避姿勢が強まったこと。 

（横ばい） 米国の低金利政策の長期化観測や日銀の追加金融緩和期待などで上昇する場面が

あった一方、ウクライナを中心とした地政学リスクの高まりやTPP（環太平洋経済連

携協定）関連の合意が先送りされたことなどが相場の重荷となったこと。 

 

（第２期期首～2014年９月中旬） 

（上昇）年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）の運用改革への期待や、４－６月期の決

算発表を控えた個別企業の業績改善への期待感が高まったこと。ウクライナを巡る

ロシアの欧米への態度に軟化が見られたことや、米国の経済指標の改善で投資家心

理が改善したこと。FRB（米連邦準備制度理事会）が利上げに向けて議論を活発化さ

せたことで、外国為替市場で円安ドル高傾向が継続し、業績改善が期待される輸出

関連銘柄を中心に上昇したこと。 
 

（2014年９月下旬～2014年10月中旬） 

（下落）欧州景気の後退懸念から世界景気の先行き不透明感が強まったことや、米国の利上

げ時期が早まるとの見方が広がり、投資家のリスク回避姿勢が強まったこと。 
 

（2014年10月下旬～2014年12月初旬） 

（上昇）年金積立金管理運用独立行政法人が外国資産や日本株式の比率を上昇させるとの報

道に加えて、日銀が追加金融緩和を電撃的に発表し、業績回復が期待できる輸出関

連企業や、金融緩和の恩恵を受けると考えられる不動産関連株など幅広い銘柄が上

昇したこと。消費税再増税の延期決定や、中国人民銀行の利下げ、欧州中央銀行の

緩和期待などの世界的な金融緩和傾向などを受けて投資家心理が改善したこと。 
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高配当割安株ジャパン(限定追加型) 

（2014年12月初旬～第３期期末） 

（安定運用）2014年12月４日に基準価額が12,000円以上となりましたので、保有株式を全て

売却し、安定運用に切り替えました。（当ファンドは、基準価額が一定水準 

(12,000円）以上となった場合には、短期有価証券、短期金融商品等の安定資産

による安定運用に切り替えることを基本としています。） 
 

２．ポートフォリオ 

・株式組入比率 

（１）設定後、速やかに買い付けを行ない高位組入（98％程度）のポートフォリオを構築し

ました。 

（２）株式の組入比率は、高位を基本とする運用方針に基づいて2014年12月上旬までは98％

程度を維持しました。 

（３）2014年12月４日に基準価額が12,000円以上となりましたので、速やかに組入比率をゼ

ロとしました。 
 

・設定来の主な動き 

（１）東証１部上場銘柄の中から、①流動性の高さ、財務状況の観点から定量的に一次投資

対象母集団（約500銘柄）を決定しました。②予想配当利回りの高さの観点から定量的

に最終的な投資対象母集団（約250銘柄）を決定しました。③予想PER（株価収益率）、

実績PBR（株価純資産倍率）、予想配当利回りを用いて銘柄評価を行ない、業種の偏り

等についても配慮して総合的に判断し、組入銘柄を選定（約100銘柄）しました。④組

入銘柄の投資金額を等金額に調整するポートフォリオ構築を行ないました。 

（２）ポートフォリオは毎月見直しました。 
 

３．分配金 

分配対象額の範囲内で、基準価額水準等を勘案して決定するという方針に基づき、運用期

間中の分配は見送らせていただきました。 
 

約款の規定により2015年１月20日に繰上償還いたしました。 

約１年８ヵ月に亘るご愛顧に対しまして、厚く御礼申し上げます。 
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高配当割安株ジャパン(限定追加型) 

○1万口当たりの費用明細 (2014年５月20日～2015年１月20日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 85  0.764 (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (57)  (0.508) ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） (24)  (0.220) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管
理および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） ( 4)  (0.037) ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 2   0.014  (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

 （ 株  式 ） ( 2)  (0.014)  

（c） そ の 他 費 用 0   0.002  (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） ( 0)  (0.002) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 87   0.780   

期中の平均基準価額は、11,057円です。  

 
＊ 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。 
＊ 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
＊ 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小

数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2014年５月20日～2015年１月20日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株  千円 
上場 1,146 486,232 7,651  6,324,189 
 (△   48) (     －)  

 
＊ 金額は受け渡し代金。 
＊ 単位未満は切り捨て。 
＊ ( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

株式 
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高配当割安株ジャパン(限定追加型) 

○株式売買比率 (2014年５月20日～2015年１月20日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 6,810,422千円
(b) 期中の平均組入株式時価総額 4,329,577千円

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.57  
 
＊ (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2014年５月20日～2015年１月20日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式 486 － － 6,324 3,820 60.4

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 598千円
うち利害関係人への支払額（B） 8千円

（B）／（A） 1.4％  
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野
村證券株式会社です。 
 

利害関係人との取引状況 
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高配当割安株ジャパン(限定追加型) 

○組入資産の明細 (2015年１月20日現在) 

 

 2015年１月20日現在、有価証券等の組入れはございません。 

 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 

株  数 

 千株

鉱業 

国際石油開発帝石 35

建設業 

大東建託 5.1

積水ハウス 40.9

食料品 

キリンホールディングス 36.5

日本たばこ産業 15.2

繊維製品 

オンワードホールディングス 75

パルプ・紙 

王子ホールディングス 115

日本製紙 26.2

化学 

クラレ 43.6

昭和電工 364

住友化学 132

東ソー 120

トクヤマ 154

電気化学工業 142

カネカ 83

三菱瓦斯化学 84

ＪＳＲ 28.6

三菱ケミカルホールディングス 121

宇部興産 275

日立化成 32.7

ＤＩＣ 188

富士フイルムホールディングス 18.5

医薬品 

武田薬品工業 11
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 

株  数 

 千株

田辺三菱製薬 35.7

科研製薬 28

エーザイ 12.9

小野薬品工業 6.1

参天製薬 11

ツムラ 20.7

キョーリン製薬ホールディングス 25.5

石油・石炭製品 

昭和シェル石油 49

東燃ゼネラル石油 54

出光興産 22.9

ＪＸホールディングス 97.4

ゴム製品 

東洋ゴム工業 60

ブリヂストン 13.8

住友ゴム工業 35.7

ガラス・土石製品 

旭硝子 87

日本電気硝子 95

東海カーボン 151

非鉄金属 

日本軽金属ホールディングス 357.8

三菱マテリアル 172

住友金属鉱山 32

住友電気工業 34.7

金属製品 

日本発條 53.7

機械 

ＳＡＮＫＹＯ 12.4
 

国内株式 
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高配当割安株ジャパン(限定追加型) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 

株  数 

 千株

電気機器 

コニカミノルタ 53.5

東芝 123

マブチモーター 7.3

ＴＤＫ 11.2

アズビル 21.4

カシオ計算機 41.1

キヤノン 15.4

リコー 43.7

輸送用機器 

東海理化電機製作所 27.8

日産自動車 56.7

いすゞ自動車 84

トヨタ自動車 9.1

ケーヒン 34.6

ダイハツ工業 29.5

豊田合成 26.3

その他製品 

凸版印刷 71

大日本印刷 54

電気・ガス業 

電源開発 18

陸運業 

西日本旅客鉄道 12.4

空運業 

日本航空 9.8

情報・通信業 

ＩＴホールディングス 31.5

伊藤忠テクノソリューションズ 11.6

エイベックス・グループ・ホールディングス 27.1

日本電信電話 8.9

ＫＤＤＩ 8.9

ＮＴＴドコモ 31

カプコン 28.5

ＳＣＳＫ 19.3

卸売業 

双日 302.4
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 

株  数 

 千株

ダイワボウホールディングス 291

伊藤忠商事 43

丸紅 74

豊田通商 19

三井物産 33.3

住友商事 37.6

三菱商事 26

日鉄住金物産 144

因幡電機産業 15.8

小売業 

ローソン 7

青山商事 18.7

銀行業 

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 91.5

りそなホールディングス 95.8

三井住友フィナンシャルグループ 12.4

千葉銀行 79

横浜銀行 100

群馬銀行 94

みずほフィナンシャルグループ 250.8

証券、商品先物取引業 

大和証券グループ本社 63

水戸証券 130

保険業 

損保ジャパン日本興亜ホールディングス 19.5

その他金融業 

芙蓉総合リース 13.4

日立キャピタル 20.1

不動産業 

飯田グループホールディングス 31.8

サービス業 

セコム 8.6

合 計
株 数 ・ 金 額 6,552

銘  柄  数 ＜ 比 率 ＞ 100
 
＊ 各銘柄の業種分類は、期首の時点での分類に基づいています。
＊ 評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
＊ 評価額の単位未満は切り捨て。 
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高配当割安株ジャパン(限定追加型) 

○投資信託財産の構成 (2015年１月20日現在) 

項 目 
償 還 時 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

コール・ローン等、その他 3,116,571 100.0

投資信託財産総額 3,116,571 100.0
 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 

 

○資産、負債、元本及び償還価額の状況 （2015年１月20日現在) 

項 目 償 還 時 

  円

(A) 資産 3,116,571,686  

 コール・ローン等 3,116,565,592  

 未収利息 6,094  

(B) 負債 6,840,197  

 未払信託報酬 6,820,726  

 その他未払費用 19,471  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 3,109,731,489  

 元本 2,591,749,769  

 償還差益金 517,981,720  

(D) 受益権総口数 2,591,749,769口

 １万口当たり償還価額(Ｃ／Ｄ) 11,998円58銭
 
（注）期首元本額5,156百万円、期中追加設定元本額０百万円、期

中一部解約元本額2,564百万円、計算口数当たり純資産額
11,998.58円。 

 

○損益の状況 (2014年５月20日～2015年１月20日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 配当等収益 34,076,079  

 受取配当金 33,744,205  

 受取利息 262,870  

 その他収益金 69,004  

(B) 有価証券売買損益 570,071,472  

 売買益 725,853,689  

 売買損 △155,782,217  

(C) 信託報酬等 △ 32,038,497  

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 572,109,054  

(E) 前期繰越損益金 19,106,664  

(F) 追加信託差損益金 △ 73,233,998  

 (配当等相当額) (      288,766) 

 (売買損益相当額) (△ 73,522,764) 

 償還差益金(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 517,981,720  
 
＊ 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 
＊ 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 
＊ 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加

設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をい
います。 
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高配当割安株ジャパン(限定追加型) 

○投資信託財産運用総括表 
 

信 託 期 間 
投資信託契約締結日 2013年５月17日 投資信託契約終了時の状況 

投資信託契約終了日 2015年１月20日 資 産 総 額 3,116,571,686円

区   分 投資信託契約締結当初 投資信託契約終了時 差引増減または追加信託
負 債 総 額 6,840,197円

純 資 産 総 額 3,109,731,489円

受益権口数 4,365,086,756口 2,591,749,769口 △1,773,336,987口 受 益 権 口 数 2,591,749,769口

元 本 額 4,365,086,756円 2,591,749,769円 △1,773,336,987円 １万口当たり償還金 11,998円58銭

毎計算期末の状況 

計 算 期 元 本 額 純資産総額 基準価額 
１万口当たり分配金 

金   額 分 配 率 

第１期 5,156,705,566円 5,047,981,925円 9,789円 0円 0.00％
 
 
 

○償還金のお知らせ  

１万口当たり償還金（税込み） 11,998円58銭 
 
 

○お知らせ 

①運用報告書（全体版）について電磁的方法により提供する所要の約款変更を行いました。 

＜変更適用日：2014年12月１日＞ 

 

②書面決議の要件緩和等に関する所要の約款変更を行いました。 

＜変更適用日：2014年12月１日＞ 

 

③ 書面決議に反対した受益者が受託者に対して行う受益権の買取請求を不適用とする所要の約款

変更を行いました。 ＜変更適用日：2014年12月１日＞ 

 


